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株式会社光通信の子会社（株式会社アクセル）との業務提携契約締結のお知らせ 

 

 

  

当社の子会社であるレカムＢＰＯ株式会社（本社；東京都千代田区、代表取締役社長 安田圭一、

以下、「レカムＢＰＯ社」といいます。）は、平成 29 年６月８日開催の取締役会において、株式会社

光通信（本社：東京都豊島区、代表取締役社長 玉村剛史 証券コード：9435、以下、「光通信社」

といいます。）の子会社である株式会社アクセル（本社：東京都豊島区、代表取締役 原田淳史、以

下、「アクセル社」といいます。）との間で、記帳代行サービスに関する業務提携（以下、「本業務提

携」といいます。）を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

当社グループは、中小企業のお客様に対して情報通信機器の販売、設置工事、保守、インター

ネットサービスの販売を主力事業として行っており、近年はＬＥＤ照明の販売や電力の小売りを

行う eco 関連事業、ＢＰＯ（顧客の業務プロセスの一部を受託する）事業や海外法人事業（海外

でのＬＥＤ照明やＯＡ機器の販売等）を手掛けております。 

当社と光通信社とは、電力の小売りを行う販売会社を合弁で設立する等、良好な関係を築いてお

りますが、この度、記帳代行事業の分野においても両社の子会社間において業務提携契約を締結す

ることとなりました。 

 

２．業務提携の内容 

光通信社グループでは、領収証や請求書、通帳のコピー等から記帳等の経理業務代行を行う受託

営業を光通信社の子会社であるアクセル社が実施しております。一方、当社グループでは、当社の

子会社であるレカムＢＰＯ社がアウトソーシング業務を請け負う窓口となり、海外４拠点（中華人

民共和国大連市、長春市、上海市、ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市）でＢＰＯ業務を実施してお

ります。今回の業務提携により、アクセル社が受託した記帳代行サービスの業務処理をレカムＢＰ

Ｏ社が優先的に請け負うこと及び記帳等の経理業務代行サービスの拡大を両社で包括的に協力して
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推進していくことについて合意いたしました。 

 

３．業務提携相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社アクセル 

（２） 所 在 地 東京都豊島区西池袋二丁目29番16号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 原田 淳史 

（４） 事 業 内 容 記帳代行サービス、クラウド型電子契約サービス・マイナン

バー管理サービスの提供、ＭＶＮＯ事業等 

（５） 資 本 金 4,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成14年２月27日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社光通信 100.00％ 

（８） 当 事 会 社 間 の 関 係 

 

 

 

 

 

資 本 関 係 親会社である株式会社光通信は当社株式の 0.37％を保有し

ております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 親会社である株式会社光通信とはレカムエナジーパートナ

ー株式会社を合弁会社として設立しています。 

関 連 当 事 者 へ の  

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 
４．日程 

（１）取締役会決議日 平成29年６月８日 

（２）契約締結日 平成29年６月８日 

 

５．今後の見通し 

本業務提携により、当社グループはレカムＢＰＯ社にて、アクセル社から記帳代行に係るＢＰＯ

業務を請け負うことができ、当社連結業績へ寄与するものと考えておりますが、本業務提携による

平成29年９月期の業績への影響につきましては未定であります。今後、業績予想を修正する必要が

生じた場合、または公表すべき事項が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 
以上 

 


